
小規模水道事業者の費用格差の要因分析（浦上）

Ⅰ．は　じ　め　に

１９８０年代以降，公益事業分野において世界的に規制緩和・民営化が推進されたことは周

知のことであろう。また，時期を同じくして，自然独占性の根拠とされてきた規模の経済

性や範囲の経済性を実証したり，あるいは生産性や効率性を分析するような計量経済学的

手法が開発され，発展してきたことも，すでに常識となっている。

水道事業分野に目を向けてみると，Berg and Marques（２０１１）に明らかにされている

ように，１９９０年以降積極的に実証研究が進められてきた。地域別にみると北米，ヨーロッ

パが中心であり，特に米国，英国での研究が突出している。（Berg & Marques，前掲論

文，Figure２・６・７）他方，日本においても過去多数の研究が蓄積されてきた。Tanaka 

and Urakami（２０１１）では１９件の先行研究が紹介されており，特に２０００年以降に積極的に

実証研究が行われてきたことが明らかにされている（Tanaka & Urakami，前掲論文，

Figure １）。このうち，１３件は費用構造を分析する研究であり，そこでは規模の経済性・

密度の経済性および（水平的・垂直的な）範囲の経済性が推定されていると指摘されてい

る。

費用構造を分析する研究では，一般に費用を被説明変数とし，産出量，投入価格，そし

てコントロール変数を説明変数とする費用関数の推定が行われる。そして，推定された費

用関数から様々な経済指標を導出することが可能となる�。中でも，きわめて多くの先行

研究が導出してきた経済指標が規模の経済性である。この規模の経済性は，事業者の産出

規模が拡大するにしたがって，平均費用が減少・増加する状況を示す指標であり，ちょう

ど平均費用が 小となる点で規模の経済性指標は１の値をとる。この点がいわゆる 適規

模であり，日本の水道事業に対して Mizutani and Urakami（２００１）では給水人口規模

で約７６万人，Urakami and Parker（２０１１）では約１００万人という推計結果を導いている。
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確かに規模の経済性が１となる規模（ 適規模）を導出することができれば，中小規模

の事業者はこの 適規模を目安として合併を進め，より費用効率的な事業体となることが

期待される。しかし，理論的には費用非効率な事業者は規模の拡大によって効率性を追求

することができるが，実際には小規模ではあるものの費用効率的な事業者が多数存在して

いるという事実も無視することはできない。すなわち，費用効率的な小規模事業者と費用

非効率な事業者を合併し，規模の拡大を推進することが必要かどうかについては別途議論

をすべき問題ではないかと考えられるのである。この議論については将来的な課題とし，

本研究ではその前段階として，なぜ小規模事業者間にきわめて大きな費用格差が存在して

いるのかについて，より深く分析を進めていく。

以下，本論文の構成を説明すると，まず，次節第２節において近年の水道事業者におけ

る費用格差・内々価格差について概観する。続く第３節では先行研究のサーベイを行う。

第４節では本研究で行われる実証分析の方法論とデータの説明を行い，第５節において推

定結果およびそこから得られた知見について整理する。 終第６節では，結論を取りまと

める。

Ⅱ．近年の水道事業の費用格差・内々価格差

日本の水道事業に関するデーターベースには，総務省自治財政局編纂による『地方公営

企業年鑑』および日本水道協会編纂の『水道統計』がある。前者は水道事業を運営する地

方自治体および企業団ごとにデータが集計されており，後者は認可を受けた事業ごとに

データが集計されている。また，後者のデーターベースでは前者に比べ操業に関する非常

に詳細なデータが利用可能であることから，以下では，『水道統計（平成２０年度版）』を用

いて水道事業の費用格差および内々価格差についてみていくことにする。

まず，水道事業者数（以下，水道事業者とは水道統計の分類における上水道事業を指す

ものとする）は２０００（平成１２）年以降の平成の大合併の影響により平成２年のピーク時の

１,９６４事業者から平成２０年には１,５１９事業者にまで減少している。この間，給水原価および

供給単価はそれぞれ平成１０年の１８０.４６円および１７０.３５円から平成２０年には１７６.３５円および

１７４.３１円と，ほぼ横ばいの状況が続いている。同じく，家庭用水使用 １０m３ あたりの水道

料金についてもほぼ横ばいであることが示されている。

では，直近の事業者間の費用格差および内々価格差がどのようになっているのかについ

て，平均費用（総費用／年間給水量），平均価格（給水収益／年間有収水量），１０m３，１５m３，２０m３ 
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あたりの家庭用水道料金のそれぞれについて算出してみた。（表１参照）

表１より明らかなように，内々価格差については家庭用 １０m３，１５m３，２０m３ あたり水道

料金を見ても，規模の違いによって大きな格差は存在しない。また，全事業者における格

差も９倍から１０倍の範囲内であり，消費者庁ホームページ� にも紹介されているように，

過去１０数年同じ傾向にあることが理解される。

一方，平均費用および平均価格における格差に目を向けてみると，特に小規模な事業者

において大きな格差が存在していることがわかる。すなわち，規模の小さいほうから１０％

以内の事業者では平均費用において５３.１倍，平均価格において２６.０倍の格差が生じている

のである。これは，単に小規模な事業者が費用非効率になっているというのではなく，費

用非効率と費用効率的な事業者が混在しているために数値上格差が拡大していることと

なっているということが考えられる。

Ⅲ．先　行　研　究

日本において水道事業を対象に規模・密度の経済性および生産性・効率性を分析した先

行研究は多数存在する。表２は収集することのできた１７件の研究を整理したものであり，

採用されたモデル，分析の目的，サンプル，採用されたコントロール変数がまとめられて

いる。
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表１　費用格差・内々価格差（平成２０年度）

２０m３ あたり料金１５m３ あたり料金１０m３ あたり料金平均価格平均費用

格差平均小大格差平均小大格差平均小大格差平均小大格差平均小大

４.４１２６５３２２９４.１１２１５２２１７５.３１１１４６２４２４.０１６５６８２７０４.２１５３６４２７０＜１００

６.２１３５４１２５６６.６１３１４０２５９７.５１２３３６２６６３.７１６７７１２６５３.８１５０６７２５６＜ ９０

６.９１３９３５２４１７.０１３６３４２４１７.５１３２３４２５２８.３１７０３７３０８８.７１５２３４２９７＜ ８０

４.６１５０５５２５２４.８１４８５５２６２５.９１４５５２３０５４.７１７７７０３３１１１.２１５９４６５１６＜ ７０

６.０１５４４６２７３６.８１５１４０２７３５.８１４６４７２７６９.１１８５５８５３０１１.４１６３４７５３５＜ ６０

６.１１５３４４２６７５.０１５２５３２６３６.２１４９４４２７５５.６１７５５７３１７８.４１５４４３３５８＜ ５０

４.０１５３６９２７３４.０１５３６５２５９５.４１５１５９３２０４.７１７９８０３７２７.１１５８５３３７６＜ ４０

４.８１６７６６３１８４.６１６６７０３２４４.９１６３６８３３６８.９１９６７７６８９１０.６１６９５３５６６＜ ３０

５.１１７５５７２９５５.２１７４５７２９６５.４１７３５８３１２５.７１９９７１４０５８.５１８２５７４８３＜ ２０

５.０１８２５８２８７５.２１８２５６２８８６.５１８５５３３４１２６.０２４２７６１,９７６５３.１２５４３２１,６８１＜ １０

９.１１５３３５３１８９.４１５１３４３２４１０.２１４８３４３４１５３.１１８６３７１,９７６５３.１１６９３２１,６８１Total

注： 左列は給水量規模の小さなものから並べ替えた場合の百分率区分を表す。なお，表のすべての数値は １m３ あ

たりにそろえている。また，豊橋市の １５m３ あたり料金が明らかに記載ミス（１４４円）であると考えられたこと

から １０m３ あたり料金と ２０m３ あたり料金の中間値（１,１４４円）を便宜的に代入して計算しなおしている。
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表２　先行研究

コントロール変数サンプル分析の目的モデル研究者（年）

―FY１９９５: １５４（給 水
人口５～３０万人）

RTSトランスログ桑原（１９９８）

Z１１，Z７１FY１９８１�９５: 関 東 地
域，水道用水１６５，末
端給水１,２００

RTS，RTDトランスログ高田・茂野（１９９８）

Z３１，Z４１，Z５１，Z６１，
Z６２

FY１９９７: 関西地域２３０技術非効率性DEA中山（２０００）

Z１１，Z２１，Z２２，Z６３，
Z６４

FY１９９４: 規模別１１２RTS，RTDトランスログMizutani & 
Urakami（２００１）

Z１１FY１９９５�９７: 関 西 地
域６８７

RTS，RTD，配
分非効率

トランスログ中山（２００１）

Z１２，Z１３，Z４２，Z５２，
Z６１

FY１９８１�９５: 関 東 地
域，水道用水１６５，末
端給水１,３６５

効率性DEA高田・茂野（２００１）

―FY１９９９: ３６２RTS，RTCトランスログ中山（２００２a）

―FY１９９９: 市営５９４非効率性DEA，SFA中山（２００２b）

Z４２，Z５３，Z６１FY１９９２�９８: 兵 庫 県
４６９

技術非効率性DEA中山（２００２c）

Z１１，Z２３FY１９９９: １,８００RTS，RTD，費
用非効率性

SFA中山（２００３）

Z２１，Z２３，Z２４，Z２６，
Z３１，Z３２，Z３３，Z３４，
Z４２，Z５１，Z６１，Z６２

FY２００１: １,９００技術非効率性DEA，SFA原田（２００４）

Z１２，Z２３，Z５３FY２００１: １,８０３RTSトランスログ浦上（２００４）

Z２１，Z２２FY２００２: 水道用水６６，
末端給水１,１０７

RTSトランスログUrakami（２００６）

Z１４，Z６４，Z６５，Z６８FY２００１�２００２: 水 道
用水１３２

RTS，RTDトランスログ浦上（２００６）

Z１２，Z２５，Z５１，Z６１，
Z６６

FY２００４: １,６４８効率性DEA伊藤他（２００７）

Z２３FY２００３: ５６１（水 道
用水事業，配水のみ
の末端給水事業，お
よび町村営を除く）

EVIトランスログUrakami（２００７）

Z１２，Z２１，Z２２，Z２３，
Z６２，Z６５，Z６７，Z７２

FY１９９９�２００６: 合 併
６,６４８，非合併６,３０４

RTS，市町村合
併の効果

トランスログUrakami & 
Parker（２０１１）

注：RTS：規模の経済性，RTD：密度の経済性，RTC：範囲の経済性，EVI：垂直統合の経済性。
Z１：ネットワーク，規模，密度に関する変数（Z１１：導送配水管延長距離，Z１２：ネットワーク密

度，Z１３：給水人口，Z１４：用水供給対象事業者数）
Z２：水源に関する変数（Z２１：ダム比率，Z２２：地下水比率，Z２３：受水率，Z２４：表流水比率，

Z２５：受水ダミー，Z２６：水利権率）
Z３：所有主体に関する変数（Z３１：市営ダミー，Z３２：都道府県営ダミー，Z３３：政令市営ダミー，

Z３４：企業団営ダミー）
Z４：水道料金に関する変数（Z４１：給水単価，Z４２：水道料金）
Z５：補助金に関する変数（Z５１：補助率，Z５２：一般会計負担金，Z５３：補助金）
Z６：サービス水準に関する変数（Z６１：施設利用率，Z６２：普及率，Z６３：家庭用比率，Z６４：高度

浄水比率，Z６５：稼働率，Z６６：労働生産性，Z６７：一人一日給水量，Z６８：無効率）
Z７：その他（Z７１：広域水道ダミー，Z７２：合併ダミー）
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まず，分析モデルとしてはトランスログ型費用関数を採用したものが１０件，確率フロン

ティアモデル（SFA）が１件，包絡線分析法（DEA）が４件，SFA と DEA の両方を採

用したものが２件となっている。分析の目的については，規模・密度の経済性を推定する

ものが多く，SFA・DEA の分析では非効率性の導出が行われている。特に近年では垂直

統合の経済性を推定するもの（Urakami，２００７）や市町村合併の効果を分析するもの（Urakami 

& Parker，２０１１）など，より精緻な分析が試みられている。サンプルは研究者の意図に

よって地域や年度が限定されているものもあるが，近年ではデータの利用可能性が改善さ

れたため，水道事業者全データを複数年プールした分析が行われている。（たとえば Urakami 

& Parker，２０１１）コントロール変数を見ると，実に多様な変数が採用されている。これ

は，水道事業がその事業の置かれた特殊な事情（地理的・環境的諸要因）によって費用構

造が大きく異なることが研究者によって認識され，それらをうまくコントロールしながら

よりバイアスの少ない経済指標を導出しようという意図が反映されたものと理解される。

表２注にあるように，大きく分類すると７項目，詳細には実に２９通りの変数が用いられて

いる。次節以降では，これらコントロール変数を踏まえた上で，小規模水道事業者の費用

格差に影響を与える要因を明らかにする。

Ⅳ．方法論およびデータ

本研究では，小規模事業者の費用格差の要因を実証的に明らかにするために，Kwoka

（１９９６）の平均費用価格設定モデル（the average cost pricing model）を採用する�。こ

のモデルの一般式は以下に示されるとおりである。

　　AP＝f（AC, Zi） �　

ここで，AP は平均価格，AC は平均費用，Zi は費用格差（価格格差）に影響を与えてい

ると考えられる要因を表す。

被説明変数と説明変数の定義は以下の通り。AP は給水収益を年間有収水量で除したも

のであり，AC は総費用を年間給水量で除したものを採用した。Zi としてはネットワーク

密度（DEN）として配水管延長距離当たりの現在給水人口，ダム比率（DAM）としてダ

ムからの年間取水量を年間総取水量で除したもの，地下水比率（UND）として深井戸から

の年間取水量を年間総取水量で除したもの，受水比率（PUR）として年間受水量を年間総
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取水量で除したもの，補助金比率（SUB）として国庫（県）補助金と他会計出資金・補助

金の合計を資本的収入で除したもの，普及率（COV）として現在給水人口を行政区域内給

水人口で除したもの，高度浄水比率（ADV）として年間の高度浄水処理量を年間総浄水量

で除したもの，浄水水準の変数（PLV）として消毒のみの年間浄水量を年間総浄水量で除

したもの，施設利用率（CUT）として１日平均配水量を配水能力で除したもの，給水世帯

密度（HHD）として給水世帯数を給水区域面積で除したもの，計画到達度変数（PLN）

として計画給水人口を現在給水人口で除したもの，配水管更新比率（NPP）として新たに

設置された配水管延長距離を既設の配水管延長距離で除したもの，一人当たり資本設備

（CAP）として有形固定資産額を現在給水人口で除したもの，非正規職員比率（OSC）と

して臨時職員数と嘱託職員数を総職員数で除したもの，以上１４のコントロール変数を採用

した。

データは全て『水道統計』の２００１年度～２００８年度から得ており，単年度のデータによる

クロスセクション分析を行った。また，規模ごとの違いを見るために，給水量に関して小

規模なものから１０のグループに分け，それぞれのグループごとに分析を行った。

Ⅴ．推　定　結　果

推定は�式を線形モデルに特定化し， 小二乗法（OLS）を用いた。統計パッケージソ

フトウェアは STATA SE Ver１１ を用いている。推定結果は表３の通り�。

表３より明らかなように�，AC は全て正で有意となっており，平均費用が高い事業者

ほど価格は高く設定されていることがわかる。また，その影響の程度としては上位２０％の

大規模事業者では平均費用が価格設定に与える影響が８０％を大きく超えるのに対し，小規

模になるほどその影響の程度が小さくなり， 小規模１０％のグループではわずか３％から

２０％程度となっている。すなわち，大規模事業者では平均費用が重要な価格の決定要因で

あるのに対し，小規模事業者ほど平均費用以外の要因が価格格差に影響していると考えら

れる。

その他，コントロール変数についてみてみると，DEN についてはネットワーク密度が

高い事業者ほど価格を引き下げる要因となり，また DAM についてはダム比率が高い事業

者ほど価格上昇の要因となっていることが特に大規模事業者について該当することが明ら

かとなった。一方で，小規模事業者の価格への影響要因としては，特に近年において消毒

のみの簡易な浄水設備を持つ事業者（PLV）ほど価格が安価となり，一方で給水人口一人
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表３　推定結果

＜１００＜９０＜８０＜７０＜６０＜５０＜４０＜３０＜２０＜１０変数年

.８４７a.８３８a.６９０a.６７９a.６５０a.６００a.５８８a.４２２a.４８９a.０２９aAC

２００１

－６０.２b－１６５.１a－１５６.０c―――――――DEN

―９.９０c―――５１.７a――――DAM

１６.２b――――――――－３８.６cSUB

―――－１５.９a――－９.８２c－１５.１b―－５０.７aPLV

―――――――.０３３――CAP

.８４５a.８４４a.６６８a.６６２a.６３６a.５５０a.６９５a.５７３a.４２８a.０４１aAC

２００２

－４３.８b－１４８.６a―――－２９２.３b――――DEN

―――――３９.２a――――DAM

１２.７c―――－２０.９a－１７.８b――――SUB

――－１２.４b－１４.９a―――－１３.１c―－３４.０bPLV

――――――――――CAP

.８３５a.８７０a.６８０a.６３８a.６４６a.６７１a.５６２a.５６６a.４４３a.０６０aAC

２００３

―－１４０.４a―――－６０.２b――――DEN

―１３.５b―――５５.７a――――DAM

――――――－２０.５b―――SUB

――－１６.５a－１６.５a―――－１２.９c――PLV

―――――――.０３１c――CAP

.８３０a.８５２a.７０９a.６２５a.７１５a.７４５a.７１７a１.１８a.９１８a.２１８aAC

２００４

―－９９.０a―――－１８３.４b――――DEN

―――――３９.１a――――DAM

――――――－１８.８c―――SUB

―――－２１.５a―－１１.５b――――PLV

.０４２c―――――――.１４０a―CAP

.８２４a.７１１a.５８６a.７２７a.８４３a.８２２a.８１８a.６７１a.９７５a.１１６aAC

２００５

―－６５.８c――――８３.５c――――DEN

――２１.２c―――――――DAM

――２２.２b－２５.０a――－２１.９b―――SUB

―――－２１.５a――――――PLV

.０７０b―――――.０５４a―.１２８a―CAP

.８４０a.９９０a.６５７a.６４９a.８０３a.８０３a.７６０a.６４８a.９６３a.０９１aAC

２００６

―－８７.２a――――――――DEN

――２１.７c―――――――DAM

１２.２c―１６.８c―――――――SUB

――――――――――PLV

.０７６a―――.０５５a―.０９０a.０６３a.１３３a.０３５bCAP

.８３３a.９４６a.６６３a.６９５a.８２４a.７７４a.６５１a.６９０a.５４７a.０８６aAC

２００７

―－７５.０b――――――――DEN

―――２５.１c――――――DAM

１１.８c―――――－２４.６a―――SUB

―――－１２.１c――－１２.７b――－５８.４cPLV

.０５９b――――――――.０１９bCAP

.８６１a.９５４a.８７８a.５５９a.８６９a.７９９a.７２３a.７４９a.５５４a.０８５aAC

２００８

－４０.５c－１０７.４a－１４４.４a―――――――DEN

１０.５b―１９.９b――――――DAM

―――――１４.２c――――SUB

―――――――――－６９.７cPLV

―――――――――.０２０bCAP

注：ａ，ｂ，ｃはそれぞれ１％，５％，１０％水準で有意であることを示す。
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当たりの資本設備が大きな事業者（CAP）ほど価格上昇の要因となっていることが明らか

となった。また，興味深い点として，より小規模な事業者では補助金比率（SUB）が高い

事業者ほど価格を引き下げる要因となっており，逆に規模の大きな事業者ほど補助金比率

が高ければ価格が高くなっていることが明らかとなった。この点については，より小規模

な事業者において潜在的に価格格差が大きくなることが容易に想定され，補助金が近年の

内々価格差の拡大の抑制に寄与しているものと考えられる。

Ⅵ．結　　　　　論

本研究は，小規模水道事業者のきわめて大きな費用格差が果たしてどのような要因に

よってもたらされているのかを明らかにすることを目的としていた。分析の結果，より大

規模な事業者では平均価格は平均費用でほぼ説明されるのに対し，小規模な事業者ほど平

均価格の格差は平均費用だけでは説明できず，それ以外の要因が影響していることが明ら

かにされた。その格差に影響を与えている要因としては，本研究では簡易な浄水設備と過

剰な資本設備の２つが主な要因として指摘された。また，補助金が格差を抑制する要因と

して機能していることも明らかとされた。

以上の結果から，小規模事業者の今後の展開について提言を行うとすれば，明らかに水

道事業者の経営努力ではどうにもならない外部要因が費用格差を生じさせているのであり，

特に小規模事業者単独で過剰な設備を維持しなければならない状況があれば，それを改善

する政策的配慮が求められるであろう。具体的には，近隣の事業者との設備の共有化が

も有効な手段となると考えられる。一方，逆に水源水質に非常に恵まれた事業者について

は，非常に効率的な経営が実現されており，単独での事業の継続も有効な方策となると考

えられる。

後に，本研究は当初，実証研究をより意味あるものにするために費用非効率な小規模

事業者にインタビュー調査を計画していたが，該当する事業者の多くが関東・東北地域に

所在していたため，先の大震災によって実現しなかった。被災された地域の一日も早い復

興を願いつつ，本研究が，近い将来当該地域の水道事業の発展に寄与するような研究の

きっかけとなれば，それは望外の喜びである。
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注

�　たとえば，トランスログ型費用関数を推定した場合のいくつかの重要な経済指標の導出について

は，中山・浦上（２００７）を参照のこと。

�　http://www.caa.go.jp/seikatsu/koukyou/water/wa０２.html

�　Kwoka（１９９６）では，収支均衡を条件として価格設定が行われているならば，平均費用を説明変

数とする価格関数は説明力が高いことを指摘している。このモデルを採用した 近の研究としては

都市ガス産業におけるエネルギー間競争の影響を分析した服部（２０１１）が挙げられる。

�　今回は８年間のそれぞれの年におけるクロスセクション分析を掲載しているが，実際は合併を考

慮し，合併前の事業者のデータを集計したパネルデータ分析も行なった。しかし，リーズナブルな

結果が得られなかったため，その説明を省略することとした。

�　前節の説明通り，合計８０本の回帰分析を行ったが，紙幅の都合もあり，ここでは主な変数の結果

のみ表示している。なお，モデルの当てはまりを示す自由度修正済み決定係数については，小規模

なものから１０％のグループについては０.１３～０.２程度，それ以外のグループについては０.５～０.８６程度

となっている。また，表３に掲載していない説明変数の推定結果については，規模の大小に関係な

くほぼ予想された符号を示した。

参　考　文　献

Berg, S. and R. Marques,（２０１１）“Quantitative Studies of Water and Sanitation Utilities: A 

Literature Survey,” Water Policy, forthcoming.

原田禎夫（２００４）「水道事業の効率性分析」『經濟學論叢』第５５巻第４号，１０１�１３４頁．

服部徹（２０１１）「エネルギー間競争が都市ガス事業者の料金に与える影響の分析」『公益事業研究』第

６２巻第３号，３１�３８頁．

伊藤大輔・佐々木儀広・Horn Theara（２００７）「The Silent Water Crisis―上水道事業の効率性分析

―」『大阪大学経済学』第５７巻第１号，８７�８９頁．

桑原秀史（１９９８）「水道事業の産業組織―規模の経済性と効率性の計測―」『公益事業研究』第５０巻第

１号，４５�５４頁。

Kwoka, J. E.（１９９６）, Power Structure: Ownership, Integration, and Competition in the U.S. Electricity 

Industry, Kluwer Academic Publishers, Boston/Dordrecht/London.

Mizutani, F., and Urakami, T.（２００１）“Identifying network density and scale economies for 

Japanese water supply organizations”Papers in Regional Science, ８０（２）, pp.２１１�２３０.

中山徳良（２０００）「水道事業における技術非効率性の計測と原因」『公益事業研究』第５２巻第２号，９１

�９６頁。

中山徳良（２００１）「水道事業の一般化費用関数の推定」『二十一世紀日本の再生と制度転換（日本経済

政策学会年報 XLIX）』勁草書房，１２４�１３０頁。

中山徳良（２００２a）「水道事業の費用構造―可変費用関数によるアプローチ―」『公益事業研究』第５４

巻第２号，８３�９０頁。

中山徳良（２００２b）「水道事業の経済効率性の計測」『日本経済研究』第４５号，２３�４０頁。

中山徳良（２００２c）「兵庫県における水道事業の効率性と生産性」『地域学研究』第３２巻第３号，１６１�

１７３頁。

中山徳良（２００３）「確率的費用フロンティアを用いた水道事業の効率性分析」『経済政策ジャーナル』

第１巻第１/２号，１０２�１１０頁。

中山徳良・浦上拓也（２００７）「トランスログ型費用関数に関する覚書」名古屋市立大学ディスカッショ

ンペーパー，No.４７９。

─　　─43



経営学部開設10周年記念論文集

高田しのぶ・茂野隆一（１９９８）「水道事業における規模の経済性と密度の経済性」『公益事業研究』第

５０巻第１号，３７�４４頁。

高田しのぶ・茂野隆一（２００１）「水道事業の効率性格差とその要因」『筑波大学農林社会経済研究』第

１８巻，３１�４７頁。

浦上拓也（２００４）「水道事業における補助金の費用構造に与える影響に関する分析」『商経学叢』第５０

巻第３号，５５３�５６２頁。

浦上拓也（２００６）「日本の水道用水供給事業におけるヘドニック費用関数の推定」『地域学研究』第３６

巻第３号，６２３�６３５頁。

Urakami, T.（２００６）“Identifying scale economies for different types of water supply organizations 

in Japan,”『商経学叢』第５２巻第３号，１４７�１５８頁。

Urakami, T.（２００７）“Economies of vertical integration in the Japanese water supply industry,” 

Jahrbuch f�r Regionalwissenschaft, ２７（２）, pp.１２９�１４１.

Urakami, T. and D. Parker（２０１１）“The effects of consolidation amongst Japanese water 

utilities: A hedonic cost function analysis,” Urban Studies, DOI: １０.１１７７/００４２０９８０１０３９１２８６.

─　　─44


